
大阪府豊能地区教職員人事協議会規約 

 

 

第１章 総則 

（協議会の目的） 

第１条 この協議会（以下「協議会」という。）は、協議会を設ける市及び町が設置する学

校の職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条に規定す

る職員に限る。以下「府費負担教職員」という。）の人事行政に関する事務について、そ

の一部を共同して管理し、及び執行するとともに、相互に連絡調整を図ることを目的と

する。 

（協議会の名称） 

第２条 協議会の名称は、大阪府豊能地区教職員人事協議会とする。 

（協議会を設ける市及び町） 

第３条 協議会は、豊中市、池田市、箕面市、豊能町及び能勢町（以下「関係市町」という。）

がこれを設ける。 

（協議会の担任する事務） 

第４条 協議会は、次に掲げる事務を管理し、及び執行する。 

（１）府費負担教職員の採用のための選考に関する事務 

（２）府費負担教職員の管理職等の任用に係る選考に関する事務 

（３）府費負担教職員の人事交流に関する事務 

（４）教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）に基づく府費負担教職員の初任者研修

及び１０年経験者研修に関する事務 

（５）府費負担教職員の給与の算定に関する事務 

２ 協議会は、関係市町の教育委員会が行う、府費負担教職員の任免、給与の決定、休職及

び懲戒並びに研修に関する事務（前項各号に掲げるものを除く。）の管理及び執行につい

て、連絡調整を図る。 

（協議会の事務所） 

第５条 協議会の事務所は、豊中市役所内に置く。 

第２章 協議会の組織 

（組織） 

第６条 協議会は、会長及び委員５人をもってこれを組織する。 

（会長） 

第７条 会長は、協議会の会議において、関係市町の教育委員会の委員長のうちから、これ

を選任する。 

２ 会長の任期は、２年とする。 

３ 会長は、非常勤とする。 



４ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員が会長 

の職務を代理する。 

５ 会長が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき又は会長に職務上の義務 

違反その他会長たるに適しない非行があると認めるときは、協議会の会議において、任

期中においてもこれを解任することができる。 

６ 会長が任期の途中において会長の属する市又は町の教育委員会の委員長でなくなった 

ときは、その後任者をもって充て、その任期は前任者の残任期間とする。 

（委員） 

第８条 委員は、関係市町の教育委員会の教育長をもってこれに充てる。 

２ 委員は、非常勤とする。 

３ 委員に事故があるとき又は委員が欠けたときは、当該委員の属する市又は町の教育委員 

会事務局の職員が、当該委員の職務を代理する。 

（事務局） 

第９条 協議会の担任する事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局に、事務局長その他必要な職員を置く。 

３ 事務局長は、会長の属する市又は町の教育委員会事務局の職員のうちから会長が選任す

る。 

４ 職員（事務局長を除く。）は、関係市町の教育委員会事務局の職員のうちから、当該職

員の属する市又は町の教育委員会の同意を得て会長がこれを選任する。 

５ 職員の定数及び当該各関係市町別の配分については、協議会の会議においてこれを定め

る。この場合においては、少なくとも各関係市町１人を配分するものとする。 

６ 会長は、職員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき又は職員に職務上

の義務違反その他職員たるに適しない非行があると認めるときは、当該職員の属する市

又は町の教育委員会の同意を得て、これを解任することができる。 

（職員の職務） 

第１０条 事務局長は、会長の命を受け、協議会の事務を掌理する。 

２ 職員（事務局長を除く。）は、上司の指揮を受け、協議会の事務に従事する。 

第３章 協議会の会議 

（協議会の会議） 

第１１条 協議会の会議は、協議会の事務の管理及び執行に関する基本的な事項を決定する。 

（会議の招集） 

第１２条 協議会の会議は、会長がこれを招集する。 

２ ２人以上の委員から会議の目的たる事項を示して会議の招集の請求があるときは、会長

はこれを招集しなければならない。 

３ 会議開催の場所及び日時は、会議に付議すべき事件とともに、会長があらかじめこれを

委員に通知しなければならない。 



（会議の運営） 

第１３条 協議会の会議は、委員の全員が出席しなければ、これを開くことができない。た

だし、委員の欠席がやむを得ない事情によるものと会長が認め、かつ、当該委員の属す

る市又は町の教育委員会事務局の職員が当該委員の代理者として出席するときはこの限

りでない。 

２ 会長は、協議会の会議の議長となる。 

３ 協議会の会議の議事は、委員全員の一致をもって決するものとする。ただし、第７条第

１項及び第５項に基づく決定については、委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は議長の決するところによる。 

４ 前３項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、協議会の会議で定める。 

（幹事会） 

第１４条 協議会の事務の管理及び執行に関する基本的な事項以外の事項で協議会の会議 

で定めるものを処理するため、協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、委員５人をもってこれを組織する。 

３ 幹事会の議事その他幹事会の運営に関し必要な事項は、規程により定める。 

（部会） 

第１５条 会長は、協議会の会議を経て、協議会の特定の事務を処理するために必要な部会

を設けることができる。 

２ 部会の議事その他部会の運営に関し必要な事項は、規程により定める。 

第４章 協議会の担任する事務の管理及び執行 

（各関係市町教育委員会の名においてする事務の管理及び執行） 

第１６条 協議会がその担任する事務を各関係市町教育委員会の名において管理し、及び執

行する場合においては、関係市町の教育委員会が協議により定めた市又は町の当該事務

に関する条例、規則その他の規程（以下「条例等」という。）を各関係市町の当該事務に

関する条例等とみなして、当該事務をその定めるところにより管理し、及び執行するこ

とができる。 

２ 前項の協議により定めた市又は町以外の関係市町の教育委員会は、同項の協議による定

めがあったときは、直ちにその旨を公表しなければならない。この場合において、当該

条例等について公表を要するものがあるときは、併せてこれを公表するものとする。 

３ 第１項の条例等が改廃された場合においては、当該市又は町の教育委員会は、その旨を

速やかに他の関係市町の教育委員会及び協議会の会長に通知するものとし、他の関係市

町の教育委員会は、当該条例等について公表を要するものがあるときは、直ちにこれを

公表するものとする。 

第５章 協議会の財務 

（経費の支弁の方法） 

第１７条 協議会の担任する事務に要する費用は、各関係市町が負担する。 



２ 前項の規定により各関係市町が負担すべき額は、各関係市町の長が、遅くとも年度開始

前までにその協議により決定しなければならない。この場合においては、各関係市町の

長は、あらかじめ協議会に、協議会が要する経費の見積りに関する書類（事業計画案そ

の他財政計画の参考となるべき書類を含む。）を求めるものとする。 

３ 各関係市町は、前項の規定による負担金を、年度開始後直ちに協議会に交付しなければ

ならない。 

（歳入歳出予算） 

第１８条 協議会の歳入歳出予算は、前条第３項の規定により交付される負担金及び繰越金

その他の収入をその歳入とし、協議会の担任する事務に要する全ての経費をその歳出と

するものとする。 

（歳入歳出予算の調製等） 

第１９条 協議会の会長は、毎会計年度歳入歳出予算を調製し、年度開始前に協議会の会議

を経なければならない。 

２ 協議会の会計年度は、地方公共団体の会計年度による。 

３ 第１項の規定により歳入歳出予算が協議会の会議を経たときは、会長は、当該歳入歳出

予算の写しを速やかに各関係市町に送付しなければならない。この場合においては、会

長は、当該歳入歳出予算の実施計画、当該年度の事業計画その他財政計画の参考となる

べき事項に関する書類をこれに添えなければならない。 

（予算の補正） 

第２０条 協議会の会長は、協議会に係る既定予算の補正を必要と認めるときは、その旨を

関係市町の長に申し出るものとする。 

２ 関係市町の長は、前項の規定による申出があった場合においては、直ちに協議を行い、

協議会に係る既定予算の補正を必要と認めるときは、第１７条第２項の規定による負担

金について補正すべき額を決定する。 

３ 前項の規定により関係市町の長が負担金の額の補正を決定するときは、前３条の規定の

例により、これを行うものとする。この場合においては、第１７条第２項中「前項の規

定により」とあるのは「負担金の額の補正のため」と、「遅くとも年度開始前までに」と

あるのは「速やかに」と、同条第３項中「年度開始後直ちに」とあるのは「直ちに」と、

前条第１項中「毎会計年度歳入歳出予算を調製し、年度開始前に」とあるのは「補正予

算を調製し、速やかに」と読み替えるものとする。 

（出納及び現金の保管） 

第２１条 協議会の出納は、会長が行う。 

２ 協議会に属する現金は、会長が協議会の会議を経て定める銀行その他の金融機関に、こ

れを預け入れなければならない。 

（協議会出納員） 

第２２条 会長は、職員のうちから協議会出納員を命ずることができる。 



２ 協議会出納員は、会長の命を受けて協議会の出納その他の会計事務を掌る。 

３ 会長は、その事務の一部を協議会出納員に委任することができる。 

（決算等） 

第２３条 会長は、毎会計年度終了後２月以内に協議会の決算を作成し、協議会の会議の認

定を受けなければならない。 

２ 前項の規定により決算が協議会の会議の認定を経たときは、会長は、当該決算の写しを

速やかに各関係市町の長に送付しなければならない。この場合においては、会長は、証

書類の写し、当該年度の事業報告書その他必要な書類をこれに添えなければならない。 

（財産の取得、管理及び処分の方法） 

第２４条 協議会の担任する事務の用に供する財産に関しては、各関係市町が協議してそれ

ぞれ取得し、又は処分するものとし、当該財産の管理は、協議会がこれを行う。 

２ 協議会は、前項の財産を管理する場合においては、各関係市町が協議して定めた市又は

町の当該管理に関する条例等を各関係市町の当該管理に関する条例等とみなして、当該

管理を、その定めるところにより行うものとする。この場合においては、第１６条第２

項及び第３項の規定を準用する。 

３ 協議会の予算の執行に伴う財産の取得及び処分並びにこれらの管理に関しては、前２項

の規定にかかわらず、関係市町の長が協議して定めるものを除いては、協議会が定める

ところによりこれを行うものとする。 

（契約） 

第２５条 協議会の予算の執行に伴う契約で協議会の規程で定めるものについては、会長は、

協議会の会議を経なければ、これを締結することができない。 

（その他の財務に関する事項） 

第２６条 この規約に特別の定めがあるものを除くほか、協議会の財務に関しては、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）に定める普通地方公共団体の財務に関する手続の例に

よる。 

第６章 補則 

（事務処理の状況の報告等） 

第２７条 協議会の会長は、毎会計年度、協議会の管理し、及び執行した事務の処理の状況

を記載した書類を、各関係市町の教育委員会に提出するものとする。 

２ 会長の属する市又は町の監査委員は、毎会計年度終了後２月以内に協議会の出納を検査

する。この場合においては、当該監査委員は、監査の結果に関する報告を関係市町の長

に提出しなければならない。 

 （各関係市町の教育委員会及び長の監視権） 

第２８条 各関係市町の教育委員会は、必要があると認めるときは、協議会の管理し、及び

執行した事務について報告をさせ、又は実施について事務を視察することができる。 

２ 各関係市町の長は、必要があると認めるときは、協議会の出納を検閲することができる。 



（費用弁償等） 

第２９条 会長、委員及び職員は、その職務を行うために要する費用の弁償等を受けること

ができる。 

２ 前項の費用弁償等の額及び支給方法は、規程でこれを定める。 

（協議会解散の場合の措置） 

第３０条 協議会が解散した場合においては、各関係市町の教育委員会がその協議によりそ

の事務を承継する。この場合においては、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、

会長であった者がこれを決算するとともに、当該決算の写しを各関係市町の長に送付す

るものとする。 

２ 前項の決算の写しの送付を受けた各関係市町の長は、同項の規定による決算を各関係市

町の監査委員の審査に付し、その意見を付けて各関係市町の議会の認定に付さなければ

ならない。 

（協議会の規程） 

第３１条 協議会は、この規約に定めるものを除くほか、その会議を経て、協議会の担任す

る事務の管理及び執行その他協議会に関して必要な規程を設けることができる。 

２ 前項の規程のうち公表を要するものがあるときは、会長は直ちに各関係市町の教育委員

会に当該規程を送付し、これを公表することを求めることができる。 

附  則 

１ この規約は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ この規約の施行後、会長が選任されるまでの間の会長の職務については、豊中市教育委

員会の委員長が行うものとする。 

３ 協議会が設けられた年度の予算に関しては、第１９条第１項中「年度開始前に」とある 

のは「速やかに」と読み替えるものとする。 

 


